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■ノーリツの企業理念・特徴・強み
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｢お風呂」からスタート、給湯器のリーディングカンパニー

ノーリツの企業理念・特徴・強み

2017年 ミッション策定

創業の原点

ミッション

人と地球の笑顔に向けて
暮しの感動をお届けする

ノーリツグループ

1951年 能率風呂工業 設立

Mission

Vision

新しい幸せを、わかすこと。

「なくてはならない」を、届けつづけるために。

「なくてはならない」を、新しくつくるために。

2030年 目指す姿への道標

グループ経営方針
事業戦略
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製品開発を支える独自のコア技術

ノーリツの企業理念・特徴・強み

各国の規制・低炭素化に

対応可能な燃焼方式

水・ガス・空気などの

流体を制御する技術

従来型

燃焼制御技術 熱交換技術 流体制御技術

低Nox・全1次空気燃焼
※バーナー

潜熱回収型熱交換器 プロテックメカ

排気熱を回収する

潜熱回収型熱交換器

※燃焼に必要な空気を全て予め混合する燃焼
低NOx化・高効率化、低炭素化を実現可能

保有するコア技術

高付加価値な技術ラインナップ

熱効率 約 80％→ 約 95％

潜熱回収型

新機能

スマートエコバーナ

オゾン水除菌
ユニット

「アクアオゾン」

人体熱モデル技術
「ヒート」
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変化する時代のニーズへの対応と社会課題解決

ノーリツの企業理念・特徴・強み

1951年
さめないタイル風呂
能率風呂A型発売

エネルギー変化へ対応家風呂の普及

1961年
薪・石炭→ガスへ転換
ガスふろ釜発売

お客さまの利便性追求

1970年
マジコン発売

1970年
両面焼きグリル搭載
コンロ開発

2002年
排熱を再利用
エコジョーズ発売

環境への対応

2013年
ガスと電気で高効率
ハイブリッド給湯機発売

安全･安心・衛生・睡眠など 社会課題への対応

2017年
見まもり＆除菌機能
搭載給湯器発売

2021年9月
集合用ハイブリッド
給湯機発売

業界初

1983年
お湯はりを自動化
オートユラージ発売

1997年
自動で浴槽を洗浄
おそうじ浴槽発売

食文化の構築

2014年
グリルで本格調理
マルチグリル発売

業界初 業界初

業界初

業界初

業界初

業界初

2023年
社会課題を
解決する
給湯器発売

オゾン水除菌
ユニット
「アクアオゾン」

人体熱モデル技術
「ヒート」

業界初
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流通を通じた商品の販売とお客さま接点

ノーリツの企業理念・特徴・強み

お
客
さ
ま

当
社

卸

ガス事業者

ハウスメーカー
リテール

点検お知らせ機能 の搭載

（2009年搭載，2019年から発報）

お客さまと直接つながる当社だけの仕掛け修理・相談受付対応の高い応答率

コンタクトセンター応答件数

約100万件／年
リモコンに

｢88｣または｢888｣
を点滅してお知らせ

「お客さまとの接点強化」が必要

365日24時間
修理受付

商品・施工

サービス
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優れた開発力・ものづくり技術を世界展開

ノーリツの企業理念・特徴・強み

高い品質と優れた技術力を強みに展開し、グローバル事業を牽引

幅広い品揃えで家庭用・業務用に展開

タンク(貯湯)式からタンクレス(瞬間)式ガス給湯器への取替を加速

能率(中国)投資有限公司
能率(上海)住宅設備有限公司

能率香港有限公司櫻花衛厨(中国)股份有限公司
佛山市櫻順衛厨用品有限公司

NORITZ AMERICA CORPORATION

Dux Manufacturing Limited

PB Heat, LLC

生産

販売

生産

販売

販売

生産

販売

販売

施工

Facilities Resource Group LLC

開発 開発

開発

中国

北米

豪州

販売

東南アジア

Kangaroo International Joint Venture Company

ベトナム浄水器・家電No.1

生産

販売

開発

生産

販売

開発

日本

アールビー（茨城県）
ほか

ノーリツ明石本社工場
（兵庫県） 温水機器

ハーマン（大阪府）
厨房機器

生産

開発

生産

開発

優れた技術と高い品質 グローバル展開の中心的役割

販売 販売

持分法適用会社
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グローバル商品ラインナップ

ノーリツの企業理念・特徴・強み

・家庭用/業務用ガス瞬間式給湯器
・家庭用暖房付き給湯器
・ハイブリッド給湯機/石油給湯機
・ヒートポンプ給湯機
・レンジフード
・ガスコンロ
・特定用途向け給湯システム

日本

・家庭用/業務用ガス瞬間式給湯器
・家庭用コンビネーションボイラー
（暖房付き給湯器）

・電気温水器
・レンジフード
・ガスコンロ

・家庭用/業務用ガス瞬間式給湯器
・家庭用ヒートポンプ給湯機
・家庭用/業務用ボイラー
・家庭用コンビネーションボイラー
（暖房付き給湯器）

・家庭用/業務用ガス瞬間式給湯器
・家庭用ガスタンク式給湯器
・家庭用ヒートポンプ給湯機
・電気温水器
・太陽熱温水器
・業務用貯湯タンク

中国

北米

豪州
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給湯器・厨房市場のマーケット状況と当社の方向性

ノーリツの企業理念・特徴・強み

国内：成熟市場 海外：成長市場
給湯器：高シェアを背景に高付加価値商品を拡販
厨房： 中高級比率の向上

給湯器：タンクレス市場で台数を拡大

■上海トップクラス

当社

（当社調べ）

国内トップクラス

当社

当社

当社 当社

■中国

■米国 ■豪州

■日本

■非住宅ガス給湯器
国内トップクラス

当社

・ビルトインコンロ

・給湯器

当社

当社
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■中期経営計画「Vプラン2６」概要
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価値創造ストーリー

中期経営計画「Vプラン26」概要

「なくてはならない」を、届けつづけるために。

「なくてはならない」を、新しくつくるために。

「なくてはならない」を、届けつづけるために。

キッチンの火から、一日がはじまり。おふろのお湯で、一日が終わる。
ノーリツが届けてきたのは、あたりまえで欠かせない毎日の大切なシーン。
その価値を、途切れさせることなく、より「なくてはならない」ものにするために。
いまあるものを見つめ、どこまで深化させていくことができるのか、取り組みます。

「なくてはならない」を、新しくつくるために。

日本だけでなく、世界という「成長市場」で。研究開発やものづくりにおける「新価値創造」で。
家庭向けに留まらない、新しい「領域」で。お客さまとの新しい「つながり方」で。
持続可能な社会の実現に向けた「社会課題解決」で。新しい「なくてはならない」をつくるために。
常識を捨て、あらゆる可能性をどこまで探索していくことができるのか、取り組みます。

■2030年 ビジョンステートメント

Mission

Vision

規約・規程

Values

グループ
行動基準

経営方針

企業理念体系
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価値創造ストーリー

中期経営計画「Vプラン26」概要
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価値創造ストーリー

中期経営計画「Vプラン26」概要

企
業
価
値

現状

2026年
Vプラン26

財務価値
（ROE）

未財務価値
（Q+ＥＳＧ）

ノーリツの
価値創造の源泉

財
務
価
値

未財務価値

2030年
ありたい姿

財務
価値

ROE
6%超

未財務
価値

FTSE
3.3以上

財務
価値

ROE
８%以上

未財務
価値

検討中

■企業価値向上の考え方
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基本方針

中期経営計画「Vプラン26」概要

❶事業ポートフォリオの変革

❷戦略投資の拡大と資本政策

❸サステナビリティ経営の推進

・成長投資 キャッシュフローアロケーション
・資本政策 株主還元策

・４つの重点取り組み／マテリアリティ

３つの
重点戦略

・ポートフォリオの変革（国内／海外）
・提供価値 提供価値に対する施策と指標
・原価低減 原価におけるリスクと対策

■Ｖプラン２６経営目標 ROE６％超、FTSE3.3以上を目指す
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基本方針

中期経営計画「Vプラン26」概要

■Ｖプラン２６業績計画＜修正＞

2023年
12月期実績

2026年
計画（修正前）

2026年
計画（修正後）

売上高 201,891 230,000 210,000

国内事業 131,404 145,000 140,000

海外事業 70,486 85,000 70,000

営業利益 3,840 9,000 4,500

国内事業 367 3,500 2,500

海外事業 3,473 5,500 2,000

経常利益 1,245 ー ー

親会社株主に帰属する
当期純利益

868 ー ー

ROE （％） 0.7 6.0超 6.0超

単位：百万円

国内の住宅関連市況と中国市況の不透明感の継続、原価高騰によりVプラン２６
業績計画を見直し（詳細はP.49以降に掲載）
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基本方針

中期経営計画「Vプラン26」概要

❶事業ポートフォリオの変革

❷戦略投資の拡大と資本政策

❸サステナビリティ経営の推進

３つの
重点戦略

・ポートフォリオの変革（国内／海外）
・提供価値 提供価値に対する施策と指標
・原価低減 原価におけるリスクと対策

■Ｖプラン２６経営目標 ROE６％超、FTSE3.3以上を目指す
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事業ポートフォリオの変革

中期経営計画「Vプラン26」概要

■国内事業 住宅向け温水（化石燃料）分野偏重構造の変革

温水分野

収益性

• カーボンニュートラル推進

• ウェルネス機能、顧客ケアの
充実で単位収益を拡大

• ＤＸによる生産のスマート化と自
働化で原価低減

• 用途特化型新商品で
対人領域の新市場開拓

• 非対人領域の開拓/新事業

厨房分野

収益性

成長性

非住宅分野

成長性

• アプリ含む顧客ケアと調理の楽
しさ訴求、中級品拡大

• 収益構造改善と規模拡大の両
立で収益を確保

市場成長率

非住宅

利
益
率

HB

住宅向け温水
（ガス・石油）

厨房

住宅向け
温水
（電気）
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北米エリア

事業ポートフォリオの変革

中期経営計画「Vプラン26」概要

■海外事業 中国エリア依存リスクの軽減と新市場開拓

中国エリア

収益性

• 用途特化型新商品で
対人領域の新市場開拓

• 非対人領域の開拓/新事業

成長性

豪州エリア

• 自立成長のための生産・開発
力強化投資 （イノベーションセンター）

• 現地法人間でシナジー創出

• 厨房本格参入と地方都市拡大

市場成長率

利
益
率

豪州

中国

北米

東南アジア

• カーボンニュートラルに貢献

• 業用給湯分野の拡大
（3社連携強化）

• 暖房分野での高効率化推進

収益性

• 設備投資による品質向上と
原価改善

• タンク製品マザー工場化

• ニュージーランド市場開拓
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国内の提供価値

中期経営計画「Vプラン26」概要

コンセプト/提供価値 サステナビリティ/人と地球の適切な関係

ウェルビーイング/お湯と食とのプラスの価値 ケア/多様性、人への寄り添い



21

海外の提供価値

中期経営計画「Vプラン26」概要

コンセプト/提供価値 サステナビリティ/人と地球の適切な関係

ウェルビーイング/お湯と食とのプラスの価値 ケア/多様性、人への寄り添い
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■Ｖプラン２６ コストダウン目標 ３０億円を目指す

原価低減

中期経営計画「Vプラン26」概要

❷スマートファクトリーの実現

❸グループ内製化による付加価値取込み

❶材料費低減

・生産設備のスマート化
・DXによる自働化効率化

・外注部分の付加価値の取り込み
・コストアップ防止
・生産拠点の最適化

原価低減

方針：生産システム基盤構築によるスマート化の実現と内製化率の向上

・仕入材料費の削減
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基本方針

中期経営計画「Vプラン26」概要

❶事業ポートフォリオの変革

❷戦略投資の拡大と資本政策

❸サステナビリティ経営の推進

・成長投資 キャッシュフローアロケーション
・資本政策 株主還元策

３つの
重点戦略

■Ｖプラン２６経営目標 ROE６％超、FTSE3.3以上を目指す



24

戦略投資の拡大と資本政策

中期経営計画「Vプラン26」概要

東証『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』への取り組み

【現状認識】

直近６年間で2021年にはROE5%を達成したが、それ以外の年度は5%を
下回っており、収益性の向上によるROEの改善が最重要課題。

単位：百万円

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

売上高 百万円 183,859 178,142 210,966 201,891 202,204

営業利益 百万円 4,763 2,500 6,889 3,840 2,395

営業利益率 % 2.6 1.4 3.3 1.9 1.2

親会社株主に帰属する
当期純利益 百万円

△3,013 5,479 4,800 868 4,383

ROE % △2.76 5.00 4.23 0.73 3.45

株価（終値） 円 1,611 1,678 1,444 1,511 1,666

１株当たり純資産額 円 2,330.2 2,434.0 2,508.1 2,644.3 2,852.6

PBR 倍 0.69 0.69 0.58 0.57 0.58
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戦略投資の拡大と資本政策

中期経営計画「Vプラン26」概要

❶成長投資

V26期間中の
キャッシュイン

＋繰越金

７04億円

繰越金

259億円

株主還元

１２０億円

新規・戦略課題
への投資

２3５億円

既存事業での
更新投資

90億円

新規・戦略課題への投資内訳

海外事業

90億円

研究開発

55億円

生産革新

40億円

販売変革

25億円

環境設備等

25億円

235億円

新規・戦略課題
への投資

投資
総額

325
億円

東証『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』への取り組み

【方針】 2026年目標：営業利益45億円、ROE６％超（株主資本コストを上回る）、
PＢRに関しては早期に改善を目指す。 ＜修正＞
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戦略投資の拡大と資本政策

中期経営計画「Vプラン26」概要

東証『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』への取り組み

❷資本政策 ➀株主還元策の強化

連結純資産配当（DOE）基準を2.0%から2.5%に引上げる。

連結配当性向50％もしくはＤOE2.5%のいずれか高い方を目途と
する。自己株式の取得については、機動的に実施を検討する。

②政策保有株式の縮減

2023年12月末連結B/Sの保有金額と純資産割合25%を、

2026年12月までに純資産比率で20%未満とし、
売却資金を成長投資に振り向ける。

③自己株消却

2026年末で発行済み株式総数の5％を残して消却する。

東証『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』への取り組み
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基本方針

中期経営計画「Vプラン26」概要

❶事業ポートフォリオの変革

❷戦略投資の拡大と資本政策

❸サステナビリティ経営の推進

・４つの重点取り組み／マテリアリティ

３つの
重点戦略

■Ｖプラン２６経営目標 ROE６％超、FTSE3.3以上を目指す
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サステナビリティ経営の推進

中期経営計画「Vプラン26」概要

カーボンニュートラルに向けた取り組み

社会課題解決に向けた無形資産の開発

コーポレートガバナンスの強化

Q+ESG
の取り組み

・人的資本開発（働き方改革と健康経営）
・知的資本開発（先行技術開発）

・CO2排出量削減(製品／事業）

・取締役会の実効性強化に向けた評価と改善

つながりによる長期的な安全・安心の提供

・メンバー登録の拡大と保守契約サービスの整備
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サステナビリティ経営の推進

中期経営計画「Vプラン26」概要

重点課題 主な取り組み
Vプラン26 指標とマイルストーン

202３年 2030年ありたい姿
指標 目標

つながりを起点と
した顧客価値最大化

・お客さまとの｢つながり｣強化
・製品・サービスを通じたつながり数
(累計)

･600万件 ・457万件 ・つながり数 900万件

カーボン
ニュートラル
/社会課題
対応

国内
・温水・環境配慮型商品（高効率給湯器）
厨房・社会課題解決型商品
スタンダード化

・環境配慮型商品の販売構成比
・社会対応型商品の販売構成比
・製品のCO2排出量(2018年比)

･50％
・37％
･▲20％

･40％
・３１％
･▲25％

･環境配慮型商品90％
・社会課題対応型商品４０％
･製品CO2 2018年比▲30％

国内
(非住宅)

・設備更新による施設のカーボンニュートラル
貢献
・熱ソリューションビジネスの確立

・事業拡大によるCO2削減貢献量 ・ 33万 ｔ-CO2

･ 27万t-

CO2
･ 40万 t－CO2

海外
・既存国：環境対応型商品の市場拡大
・新規国：所有技術・商材の展開

・事業拡大によるCO2削減貢献量 ※ ・400万 ｔ-CO2

･395万

t-CO2
･ 750万 t－CO2

事業継続における重点課題

資本強化における重点課題

マテリアリティ

重点課題 主な取り組み
Vプラン26 指標とマイルストーン

2023年 2030年ありたい姿
指標 目標

カーボンニュートラル・資源循
環促進による自然資本開発

・事業活動によるCO2排出量の削減
・リサイクルビジネスの促進

・RE100達成
・製品リサイクル回収台数

･NAM達成
･15万台

･ ー
･7万台

･事業CO2 2018年比▲50％
･製品ﾘｻｲｸﾙ回収30万台

事業を支える
人的資本開発

・従業員ウェルビーイングの実現
・ダイバーシティ＆インクルージョン

・ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾍﾞｲ総合ｽｺｱ ･70 ・68 ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾍﾞｲ総合ｽｺｱ 73

事業拡大に向けた
知的資本開発

・社会課題解決型技術の創造と世界展開
・経営品質向上によるｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化

・カーボンニュートラル･ウェルネス等の
新技術獲得数
・ブランド戦略サーベイ総合ｽｺｱ

・5件
・585

･ ー
･ 572

･PATor新ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ5件
･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略ｻｰﾍﾞｲ総合ｽｺｱ
600

DX等による
製造資本開発

・ものづくり変革
 (DX活用･ロボット導入･モジュール設計等)

・本社工場の自働化率
･ガス給湯器ﾗｲﾝ
自働化率 70％

ー ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰの実現

＜修正＞ ※市場環境をふまえ、修正しました
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当連結会計期間より、業績管理区分を見直したことにより、従来「海外事業」セグメントに含まれていた㈱ノーリツの輸出取引を
「国内事業」セグメントに含める方法に変更しております。
なお、前連結会計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載しております。

■2024年12月期通期（累計）決算結果
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概要

2024年12月期通期（累計）決算結果

売上高

営業利益

純利益

2,02２億円 （公表値差＋22億円 前年同期差＋３億円)

２3億円 （公表値差＋7億円 前年同期差△14億円)

4３億円 （公表値差＋5億円 前年同期差＋３５億円)

・国内 1,334億円 （前年同期差＋20億円）

・海外 ６８7億円 （前年同期差△17億円）

投資有価証券売却益により、前年同期８億円からの増益

・国内 13億円 （前年同期差＋9億円）

・海外 １０億円 （前年同期差△２4億円）

売上は、国内は非住宅・厨房が好調で増収、海外は中国の市況低迷と北米の
暖房不振により減収
営業利益は、国内は年初公表に近づくも、海外は同35億円から大幅に減益

※計画（公表値）＝2024年1２月修正値
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前年比較

2024年12月期通期（累計）決算結果

2023年
12月期

4期

2024年
12月期

4期

前年差
（金額）

2023年
12月期
通期累計

2024年
12月期
通期累計

累計前年差
（金額）

累計
増減率
（％）

売上高 57,087 61,010 ＋3,922 201,891 202,204 ＋312 ＋0.2

国内事業 39,152 42,875 ＋3,722 131,404 133,486 ＋2,081 ＋1.6

海外事業 17,934 18,135 ＋200 70,486 68,717 △1,768 △2.5

営業利益 3,008 2,811 △196 3,840 2,395 △1,444 △37.6

国内事業 1,819 2,557 ＋738 367 1,364 ＋996 ＋271.7

海外事業 1,189 ２５３ △935 3,473 1,031 △2,441 △70.3

経常利益 233 3,167 ＋2,933 1,245 3,579 ＋2,334 ＋187.5

親会社株式に
帰属する

当期純利益
295 2,034 ＋1,738 868 4,383 ＋3,514 ＋404.4

ROE ー ー ー 0.7％ 3.5％ ー ー

単位：百万円

平均為替レート、1ドル=152.24円、1元=21.13円、1ASドル=100.12円 ※国内・海外の売上高は外部取引額のみ
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2024年12月期通期 国内事業の結果

33
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概要

2024年12月期通期 国内事業の結果

住宅用が4期は回復、非住宅用・厨房の健闘で4期単独、通期とも増収増益

・温水空調分野は上期苦戦した住宅用が下期増収を継続。非住宅用に加えて厨房
はレンジフードが好調に推移。子会社の外販等の貢献で国内は通期で増収

・営業利益は、費用コントロールにより大幅増益
単位：百万円

2023年
12月期
４期

2024年
12月期
４期

前年差
（金額）

2023年
12月期
通期累計

2024年
12月期
通期累計

累計
前年差
（金額）

累計
増減率
（％）

売上高 39,152 42,875 ＋3,722 131,404 133,486 ＋2,081 ＋1.6

温水空調 32,419 35,166 ＋2,746 109,054 108,249 △805 △0.7

内 住宅用 30,351 32,614 ＋2,262 100,697 99,158 △1,539 △1.5

内 非住宅用 2,068 2,552 ＋484 8,357 9,091 ＋733 ＋8.8

厨房 4,830 5,224 ＋394 15,731 16,747 ＋1,015 ＋6.5

その他 1,903 2,483 ＋580 6,618 8,489 ＋1,871 ＋28.3

営業利益 1,819 2,557 ＋738 367 1,364 ＋996 ＋271.2
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C化率ガス石総台数

打ち手① 環境配慮・社会課題解決商品の更なる浸透

2024年12月期通期 国内事業の結果

レンジフード台数

22年 23年 24年22年 23年 24年

※グラフは1～6月の実績比較

温水空調分野の成長／厨房分野の質的向上・量的拡大

社会課題解決型商品ブランディング環境配慮型商品の普及と浸透

ハイブリッド給湯機 エコジョーズ

厨房分野の質的向上と量的拡大

ビルトインコンロ レンジフード

【成果】温水は環境配慮型商品、厨房はレンジフードの販売が拡大

＜ガス石 Ｃ化率＞

22年 23年 24年

1.４
倍

＜ハイブリッド給湯機＞

● 温水 ハイブリッド給湯機は補助金もあり好調、C化率も上昇、プレミアム給湯器が課題

● 厨房 ビルトインコンロは台数横ばいも中高級比率が上昇、レンジフードの販売は大幅増加

22年 23年 24年

＜ビルコン＆レンジフード＞

コンロ中高級比率

0.９
倍

微増

■ 温水空調分野 カーボンニュートラル推進とウェルネス機能の充実で高付加価値
商品の拡販、顧客ケアの充実で単位収益向上

■ 厨房分野 中高級ビルトインコンロ＆レンジフード新製品拡大と成長チャネル開発

＜プレミアム給湯器＞

３pt
増

1.３
倍

※グラフは1～１２月
の実績比較

除菌＆睡眠サポート機能付き給湯器
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22年 23年 24年

打ち手② お客さまとのつながりの強化

2024年12月期通期 国内事業の結果

22年 23年 24年 22年 23年 24年 22年 23年 24年

■ あんしん保証サービスの充実によるIoT接続数と契約件数の拡大

多様化する購入方法へ対応点検起点の取替モデル お客さまを支えるサービス

新販売メニュー

・リース販売
・EC販売
・通販
・サブスクリプション
・保証契約
・暮し応援サービス 等

お客さま起点のコンテンツ

【成果】つながりの強化により保守契約、取替数ともに拡大

＜点検起点取替件数＞＜10年点検件数＞ ＜家庭用保守契約累計件数＞＜IoTリモコン数＞

● IoTリモコンの販売数、保守契約数とも着実に伸長

● 点検件数は微減も、サービスメニューの充実等により点検起点の取替件数が微増

微増 1.2
倍

1.1
倍

アプリ機能強化と
つながり強化
・おふろのじかん
・おふろのずかん
・わかすアプリ
・アンケート

※グラフは1～１２月の実績比較

微減

顧客ケアの充実によるつながりの強化と顧客単位収益の拡大
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小規模施設

理美容・飲食店 他

工 場農業・漁業 プラント施設

大
規
模

対人

非対人

参入
(新規市場)

参入(ボイラーからの置換)深耕

☆用途・技術開発で未開拓領域へ

中規模施設

ホテル・旅館 ・学校・保育所
福祉施設 ・病院 他

大規模施設

温浴施設 他

小
規
模

【非住宅分野の事業拡大イメージ】

保守/
メンテ対応

営業・販売 顧客情報の
一元管理

機器納入
新設/既設

【参入後のつながる販売モデル （保守点検を軸とした施設とのつながり）】

打ち手③ 非住宅分野の成長

2024年12月期通期 国内事業の結果
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● 業務用給湯器台数は堅調に拡大、C化率も２ポイント上昇

● 遠隔監視ニーズの高まりで、非住宅保守契約累計数も着実に伸長

● 熱ソリューション事業の本格稼働開始※

22年 23年 24年

■ 用途特化型新商品で対人領域の新市場開拓

■ 保守・メンテナンス収益拡大

■ 非対人領域の開拓（熱ソリューション事業）

＜非住宅保守契約累計数＞

【成果】ＣＮ化、インバウンド需要と保守・メンテナンスの取り込み

22年 23年 24年

１．2
倍

業務用ヒートポンプ
給湯機

ろ過昇温
ポンプユニット

＜業務用給湯 C化率＞
C化率台数

微増

業務用ガスふろ
給湯器
※用途特化型商品

非住宅対人分野の深化と非対人分野の探索

※グラフは1～１２月の
実績比較

打ち手③ 非住宅分野の成長

2024年12月期通期 国内事業の結果

2pt
増

※12月プレスリリース
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内容

仕入材料費の削減

コストアップ防止

DXによる自働化・効率化

外注部分の付加価値の取り込み

生産設備のスマート化

項目

 材料費低減

 スマートファクトリーの実現

 グループ内製化による
付加価値取り込み

V2６目標

総額30億円

打ち手④ 原価低減

2024年12月期通期 国内事業の結果

生産拠点の最適化

生産システム基盤構築によるスマート化の実現と内製比率の向上

2026年までの低減目標 （素材価格変動、為替変動によるコストアップは含まず）

2024年実績 2025年目標 2026年目標

３億円 ８億円 １９億円
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2024年12月期通期 海外事業の結果
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中国の市況低迷、北米の暖房不振により減収減益

・中国は市況悪化の中、2期以降の需要減退と価格競争激化、原価高騰継続で減収減益
・北米は需要拡大で販売好調もマーケティング費用増、暖房不振も重なり増収減益
・豪州はタンク式給湯器（ヒートポンプ給湯機含む）、タンクレスの販売台数増で増収増益

単位：百万円

概要

2024年12月期通期 海外事業の結果

2023年
12月期
４期

2024年
12月期
４期

前年差
（金額）

2023年
12月期
通期累計

2024年
12月期
通期累計

累計
前年差
（金額）

累計
増減率
（％）

中国
売上高 10,362 9,770 △592 42,124 37,631 △4,493 △10.7

営業利益 547 △299 △847 2,004 36 △1,967 △98.2

北米
売上高 4,521 4,882 ＋361 16,255 17,285 ＋1,030 ＋6.3

営業利益 ３５７ 221 △135 542 △156 △698 △128.8

豪州
売上高 2,427 2,928 ＋500 10,287 11,799 ＋1,512 ＋14.7

営業利益 ２１７ 318 ＋101 716 1,007 ＋291 ＋40.7

その他
売上高 ６２３ 553 △69 1,819 2,001 ＋181 ＋10.0

営業利益 67 13 △54 209 142 △66 △31.8

合計
売上高 17,934 18,135 ＋200 70,486 68,717 △1,768 △2.5

営業利益 1,189 253 △935 3,473 1,031 △2,441 △70.3
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22年 23年 24年 22年 23年 24年

打ち手① 既存事業成長に向けた現地法人の自立化促進

2024年12月期通期 海外事業の結果

● 温水： 市況低迷の長期化により、売上の大半を占める家庭用は減少、業務用も苦戦

好調なコンビボイラー（暖房）も4期は減速し、累計で微増

● リアル販売： 地方都市で販売注力するも、前年比で台数減少

ネット販売： 価格競争が激化する中、価格維持優先で販売台数減少

● 厨房： ビルトインコンロ、レンジフードともに順調に販売拡大

■ 温水： 外地×運営代理の定着で地方都市売上の拡大

■ ネット販売： ネット/リアル店戦略の見直し

■ 厨房電器事業の確立： コンロ＋レンジフードの拡大

■ 生産・開発強化投資（イノベーションセンター）

【成果】家庭用温水が減少続くも、厨房は引き続き好調

＜能率中国 家庭用＞ ＜能率中国 暖房用＞

22年 23年 24年

微増

＜能率中国 業務用＞

0.8
倍

厨房機器温水機器

0.８
倍

中国 現地法人の自立成長と厨房電器事業の確立

チャネル構成
（24年通期）

地方

都市

上海

ネット

直販他

※グラフは1～１２月の実績比較

＜能率中国 厨房＞

22年 23年 24年

1.3
倍
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22年 23年 24年22年 23年 24年

打ち手① 既存事業成長に向けた現地法人の自立化促進

2024年12月期通期 海外事業の結果

北米 事業部発足、成長に向け脱炭素・低炭素へ貢献する商品開発力を強化

■ 家庭用： カーボンニュートラル貢献に向けた高効率給湯器拡販

・高効率給湯器新製品による既存流通の再開発

・新規販売先の開拓

■ 業務用: アカデミー設立、ラックシステム拡販

■ 暖房用: コンビボイラー／高効率ボイラー販売強化

【成果】暖房不振続くも、高効率給湯器が好調

● 家庭用: 4期はタンクレスの販売回復基調、新商品発売とマーケティング投資の結果、

大手ビルダーを中心に高効率給湯器の販売が好調

● 業務用: ４期は対前年比1.1倍、通期でも微増

● 暖房用: 鋳鉄ボイラー、コンビボイラーともに振るわず、次世代機器開発を推進

＜タンクレス給湯器＞

22年 23年 24年

＜業務用＞＜高効率給湯器＞ ＜暖房用＞

22年 23年 24年

当社商品の強み
・様々な現場に対応可能な排気・配管設計
・業界最高クラスの高い熱効率と低NOx燃焼
・全一次空気燃焼給湯器の幅広い品揃え
（エナジースター基準変更対応）

コンビボイラー ラックシステム高効率給湯器

微増0.８
倍

1.4
倍

微増

※グラフは1～１２月の実績比較
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豪州 市場の電化加速に対応し、ヒートポンプ等電化商材の品揃え強化

22年 23年 24年

打ち手① 既存事業成長に向けた現地法人の自立化促進

2024年12月期通期 海外事業の結果

■ タンクレス: 豪州での拡販とニュージーランド市場開拓

■ 電化商材: ヒートポンプ・電気関連商材の調達と販売

・一体型ヒートポンプ給湯機の販売

■ 原価改善: 工場の生産設備更新

・溶接工程の自働化・省人化

・スマートファクトリー化推進

【成果】タンク・タンクレスともに好調により増収増益

22年 23年 24年

＜タンクレス給湯器＞

● タンクレス: 家庭用は4期も販売好調、業務用も引き続き伸長、大手流通協業でNZ市場拡大

● 電化商材: ヒートポンプ給湯機の販売が好調

● 原価改善: タンクの生産効率向上と購買政策が奏功し、原価低減に寄与

＜ヒートポンプ給湯機＞
豪州のみ

業務用給湯器 ヒートポンプ給湯機

22年 23年 24年

1.2倍

＜業務用＞

１３.８
倍

1.1
倍

※グラフは1～１２月の実績比較
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打ち手② 新規事業開発（エリア・商品）の推進

2024年12月期通期 海外事業の結果

東南アジア地域での販売ネットワークの構築

■ 電気温水器・浄水器の販売基盤強化

・ベトナム周辺国で代理店開発

● 販売基盤： アジア事業統括部を設立（2025.1.1発足）

● 新商材開発: グループ間連携により、カンガルーブランドで新製品発売

（電温・浄水器）

● カンガルー社:生産効率向上と販売強化で、通期での黒字化を達成

【成果】カンガルーブランドで新製品発売

■ カンガルー社経営基盤強化
・経営支援
・製品在庫圧縮

■ カンガルー社ものづくり支援
・製品の材料費コストダウン
・生産効率アップ
・市場品質向上
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サステナビリティ経営の推進

中期経営計画「Vプラン26」概要

重点課題 主な取り組み

Vプラン26
指標とマイルストーン ２０２4年

結果
2030年
ありたい姿

指標 目標

つながりを起点と
した顧客価値最大化

・お客さまとの｢つなが
り｣強化

・製品・サービスを通
じたつながり数
(累計)

･600万件 ・475万件
・つながり数 900
万件

カーボン
ニュートラ
ル/社会課
題
対応

国内

・温水・環境配慮型商
品（高効率給湯器）
厨房・社会課題解決

型商品
スタンダード化

・環境配慮型商品の
販売構成比
・社会対応型商品の
販売構成比
・製品のCO2排出量
(2018年比)

･50％
・37％
･▲20％

･４３．１％
・３２．１％
･▲３０．３％

･環境配慮型商品
90％
・社会課題対応型
商品４０％
･製品CO2 2018
年比▲30％

国内
(非住宅)

・設備更新による施設
のカーボンニュートラ
ル貢献
・熱ソリューションビジ
ネスの確立

・事業拡大による
CO2削減貢献量

・33万ｔ-CO2 ･27.9万t-CO2 ･40万t－CO2

海外

・既存国：環境対応型
商品の市場拡大
・新規国：所有技術・商
材の展開

・事業拡大による
CO2削減貢献量

※・400万ｔ-CO2 ･339.2万tCO2 ･750万t－CO2

事業継続における重点課題

マテリアリティ
※市場環境をふまえ、修正しました
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サステナビリティ経営の推進

中期経営計画「Vプラン26」概要

資本強化における重点課題

マテリアリティ

重点課題 主な取り組み

Vプラン26
指標とマイルストーン ２０２４年

結果
2030年
ありたい姿

指標 目標

カーボンニュートラル・
資源循環促進による自
然資本開発

・事業活動によるCO2排
出量の削減
・リサイクルビジネスの促
進

・RE100達成
・製品リサイクル回収台数

･NAM達成
･15万台

･ ー
･6.6万台

･事業CO2 
2018年比
▲50％
･製品ﾘｻｲｸﾙ回収
30万台

事業を支える
人的資本開発

・従業員ウェルビーイング
の実現
・ダイバーシティ＆インク
ルージョン

・ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾍﾞｲ総合ｽｺｱ ･70 ・69
ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾍﾞｲ
総合ｽｺｱ 73

事業拡大に向けた
知的資本開発

・社会課題解決型技術の
創造と世界展開
・経営品質向上によるｺｰ
ﾎﾟﾚｰﾄﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化

・カーボンニュートラル･
ウェルネス等の新技術獲
得数
・ブランド戦略サーベイ総
合ｽｺｱ

・5件
・585

･ 0件
･ 580

･PAT or
新ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ5件
･ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ戦略ｻｰﾍﾞ
ｲ総合ｽｺｱ 600

DX等による
製造資本開発

・ものづくり変革
 (DX活用･ロボット導
入･モジュール設計等)

・本社工場の自働化率

･ガス給湯器ﾗｲ
ﾝ
自働化率
70％

・ー
・ｽﾏｰﾄﾌｧｸﾄﾘｰの実
現



48

■「Vプラン2６」 2025年計画
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経営指標

「Vプラン２６」 2025年計画

■「Vプラン26」 2025年計画

2024年
12月期実績

2025年
12月期計画

前年差
2026年

12月期計画

売上高 202,204 205,000 ＋2,796 210,000

国内事業 133,486 137,000 ＋3,514 140,000

海外事業 68,717 68,000 △717 70,000

営業利益 2,395 3,000 ＋605 4,500

国内事業 1,364 1,500 ＋136 2,500

海外事業 1,031 1,500 ＋469 2,000

経常利益 3,579 3,900 +321 ー

親会社株主に
帰属する

当期純利益
4,383 2,400 △1,983 ー

ROE （％） 3.5 1.9 △1.6 ６.0超

2025年想定為替レート、1ドル=150.0円、1元=20.5円、1ASドル=9５.８円 ※国内・海外の売上高は外部取引額のみ

単位：百万円
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2025年計画（国内）

カーボンニュートラル社会の実現と社会課題解決で新たな価値の提供
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202４年
12月期実績

202５年
12月期計画

前年差
（金額）

増減率
（％）

2026年
12月期計画

売上高 133,486 137,000 ＋3,514 ＋2.6 140,000

温水空調 108,249 111,500 ＋3,251 ＋3.0 114,000

内 住宅用 99,158 102,000 ＋2,842 ＋2.8 104,000

内 非住宅用 9,091 9,500 ＋409 ＋4.5 10,000

厨房 16,747 17,000 ＋253 ＋1.5 17,500

その他 8,489 8,500 ＋11 ＋0.1 8,500

営業利益 1,364 1,500 ＋136 ＋9.9 2,500

カーボンニュートラル社会の実現と社会課題解決で新たな価値の提供

打ち手① トップラインの押上げ：高付加価値商品と環境配慮型商品による稼ぐ力の強化
打ち手② 付加価値の取込み：新たなビジネス機会の創出とリサイクルビジネスの促進
打ち手③ 事業基盤構築：つながり基盤構築による長期的な安心安全の提供 単位：百万円

経営指標 国内事業

「Vプラン２６」 2025年計画（国内）
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国内事業 2025年の施策

「Vプラン２６」 2025年計画（国内）

2025年施策と指標

温水空調・
住宅用分野

社会課題解決型商品の取り組み
再強化

・プレミアム給湯器の販売台数

環境配慮型商品の販売加速
・ハイブリッド給湯機の販売台数
・高効率給湯器（Ｃ化率）

温水空調・
非住宅用分野

対人領域の深耕
・業務用給湯器の販売台数
・保守契約数

非対人領域の開拓 ・熱ソリューション事業成約件数

厨房分野

認知向上と社会課題解決型商品
の拡販

・ビルトインコンロの中高級比率
・レンジフードの販売台数

環境配慮型商品の販売加速 ・スマートエコバーナ―搭載商品販売台数

事業基盤構築

新たなビジネス機会の創出
リサイクルビジネスの促進

・点検起点の取替件数
・給湯器の回収台数

つながり基盤
（長期的な安全・安心の提供）

・アクティブユーザー数
・サービスメニュー契約数
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2025年計画（海外）

北米での成長と東南アジアでの新規事業開発の取り組み強化
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経営指標 海外事業

「Vプラン２６」 2025年計画（海外）

202４年
12月期実績

202５年
12月期計画

前年差
（金額）

増減率
（％）

2026年
12月期計画

中国
売上高 ３７，６31 36,200 △1,431 △3.8 37,000

営業利益 36 340 ＋304 ＋820.3 ５００

北米
売上高 17,285 18,000 ＋７15 ＋4.１ 19,000

営業利益 △156 0 ＋156 ー 240

豪州
売上高 11,799 11,800 ＋１ ＋0.0 12,000

営業利益 1,007 1,000 △7 △0.8 1,100

その他
売上高 2,001 2,000 △１ △0.1 2,000

営業利益 142 160 ＋18 ＋12.0 160

合計
売上高 68,717 68,000 △７１７ △1.0 70,000

営業利益 1,031 1,500 ＋469 ＋45.4 2,000

単位：百万円

北米での成長と東南アジアでの新規事業開発の取り組みの強化

打ち手① 既存事業の立て直し、現地法人の自立化促進
打ち手② 新規事業開発（エリア・商品）の推進
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海外事業 2025年の施策

「Vプラン２６」 2025年計画（海外）

2025年施策と指標

中国
温水機器・厨房機器
の販売台数確保

・リアル（専売店・専営店構築）：給湯器の販売台数
・ネット：給湯器販売台数
・厨房機器、 厨房家電（浄水器・食洗器）：販売台数

北米
高効率給湯器・業務
用機器販売の推進
暖房事業立て直し

・高効率給湯器（全一次）：販売台数
・業務用機器の販売台数
・暖房用機器の販売台数

豪州 電化商材の拡販
・ヒートポンプ給湯機の販売台数
・業務用販売台数

東南アジア
新エリア市場開拓
商品開発

・現地市場向け、
浄水器、電気温水器・厨房機器商品開発
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資本政策
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東証『資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応』への取り組み

資本政策 政策保有株式の縮減

2023年12月末連結B/Sの保有金額と純資産割合25%を、

2026年12月までに純資産比率で20%未満とし、
売却資金を成長投資に振り向ける。

資本政策（一部抜粋）

投資有価証券の売却

資本政策

2023年12月期

期末
2024年12月期

期末

保有株式
（億円）

305 ３２９

純資産額
（億円）

1,219 1,319

純資産比
（%）

25.0 25.0

45億円上昇

当期中に政策保有株式3銘柄（期首時価
20億円相当）を売却したが、期末に残
存する有価証券の時価が前期末より45
億円増加したことにより、政策保有株式
の純資産比率は前期末と変わらず。
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配当方針

自己株式の
取得

 202４～202６年度：業績連動に安定性を加味した株主還元
「連結配当性向50%」または「DOE2.5%」のいずれか高い方を選択

 資本構成の改善による資本効率の向上と株主還元の強化を図るため、
20億円の自己株式の取得を行います。

32 32 32 32

83

53 53
69 713

0

20

40

60

80

17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年(予) 25年(予)(円)

配当額

記念配当(70周年)

DOE 2.5%の場合の配当

年間配当予想は1株69円（DOE基準で2円増配）を予定

(DOE2.5%）

71円

株主還元

資本政策
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■ご参考資料
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決算補足データ



61

1,589 1,544 

1,333 1,313 1,400

国内事業の「歩み」と「今後の方向性」

決算補足データ

2030年
そして
その先へ

新エネルギー
分野への進出

住設事業の撤退
既存事業の販売モデル変革

非住宅分野の拡大

要素技術
の進化

商品･販売
競争力強化

組織体質
の強化

天然ガスの高度利用 ※ （制御・ヒートポンプ･インバーター) カーボンニュートラル
への対応（ガス自体の
脱炭素化対応※）

高付加価値商品のラインアップ強化 商品企画強化＋高付加価値商品の拡販

アウトソーシング活用による固定費の変動費化
グループ組織再編

温水･住設･厨房
各事業の再構築

次世代人材の育成
JOB型人事制度導入

点検お知らせ機能による安全･安心提供 お客さまとつながるサービスの強化

希望
退職

第3次中計 Ｖプラン16 Ｖプラン20
｢収益力強化と体質改善｣

Ｖプラン23
｢飛躍のための地盤固め｣

2010年 2016年 2020年 2023年

IoT・除菌

※日本ガス協会カーボンニュートラル2050より

67 
59 

43 

3 

25

■各中計最終年度の業績推移

単位：億円

営業利益

売上高

事業の進化

2026年

Ｖプラン26
｢変革への実行着手｣

ガス石以外の成長

水素給湯器の
実証研究

リスキリングと
高度専門職採用

（公表計画）
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160

574
504

海外事業の「歩み」と「今後の方向性」

決算補足データ

第3次中計 Ｖプラン16 Ｖプラン20
｢経営資源投入と

基盤構築｣

Ｖプラン23
「事業成長に向け

た仕掛け｣

2030年
そして
その先へ

（公表計画）

2010年 2016年 2020年 2023年

■各中計最終年度の業績推移

単位：億円

営業利益

売上高

中国
櫻花中国
買収

構造改革

米国

豪州

東南アジア
（ベトナム）

タンクレス給湯器拡販
暖房・業務用強化

Dux買収による
グループブランド認知向上、

現地生産体制の強化

Kangaroo社
株式取得

PB Heat買収

上海新工場設立
重点都市強化

OEM販売に
よる輸出展開

事業成長

エリア・お客さま
ニーズに基づく

ガス温水機器拡充
×

販売流通網の整備

3 

29 
3 

35 

2026年

Ｖプラン26
「CN推進｣

東南
アジア
開拓

20

品質向上
原価改善

3社
連携強化

自立・
シナジー

705 700
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2023年12月期

累計
2024年12月期

累計
前年差
（金額）

増減率
（％）

中国
（千元）

売上高 2,119,998 1,780,932 △339,066 △16.0

営業利益 100,878 1,748 △99,130 △98.3

北米
（千米ドル）

売上高 115,120 113,542 △1,578 △1.4

営業利益 3,841 △1,025 △4,866 ー

豪州
（千豪ドル）

売上高 109,825 117,854 ＋8,028 ＋7.3

営業利益 7,649 10,065 ＋2,416 ＋31.6

海外エリア別の通期累計決算結果 〈現地通貨ベース〉

決算補足データ
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2024年12月期

通期実績
2025年12月期

通期計画
前年差
（金額）

増減率
（％）

中国
（千元）

売上高 1,780,932 1,765,854 △15,078 △0.8%

営業利益 1,748 16,585 ＋14,837 ＋848.8%

北米
（千米ドル）

売上高 113,542 120,000 ＋6,458 ＋5.7%

営業利益 △1,025 0 + 1,025 ー

豪州
（千豪ドル）

売上高 117,854 123,173 ＋5,319 ＋4.5%

営業利益 10,065 10,438 ＋373 ＋3.7%

海外エリア別の通期累計決算計画 〈現地通貨ベース〉

決算補足データ
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決算補足データ

【単位：億円】

販管費
減少

＋9

台数・売価・
商品Mixな
どによる
減少

△52

加工費
減少

＋15

為替影響

＋１

2３年
営業利益

38

2４年
営業利益

２３

コストダウン
と原材料費

増加

△12

素材価格
変動による
原材料費
増加

△7

国内：△10.5

海外：△41.6

国内：△0.7

海外：＋10.6

2024年12月期通期決算（累計）：営業利益増減要因

国内：＋0.9

海外：＋0.7

価格改定
による効果

＋31

国内：＋9.7

海外：＋５．８
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決算補足データ

【単位：億円】

販管費
増加

△１

台数・売価・
商品Mixなど
による増加

＋９

加工費
増加

△10
為替影響

△0

24年
営業利益

２３

２5年
営業利益

30

コストダウン
と原材料費

増加

△４

素材価格
変動による
原材料費
増加

△４

国内：＋７.８

海外：＋1.7

国内：△3.2

海外：＋1.6

2025年12月期年間計画：営業利益増減要因

国内：＋0.0

海外：△0.9
国内：△１２．６

海外：＋ 2.3

価格改定効果

＋１８
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※減価償却費はのれん、商標権、顧客関連資産の償却費除く

設備投資･減価償却費･研究開発費の計画

決算補足データ

51

64

47

60
56

45

62 60

43

92

68

44

104

69

46

110

73

48

設備投資 減価償却費 研究開発費

20年実績 21年実績 22年実績 23年実績 24年実績 25年計画

（億円）
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業績推移

決算補足データ

(60)

(40)

(20)

0

20

40

60

80

100

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年

(予)

売上高 営業利益 経常利益 純利益

15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年
25年
(予)

営業利益率（％） 2.3 4.2 3.1 2.3 1.3 2.6 １.4 3.3 1.9 1.2 1.5

ROE（％） △3.6 4.3 4.8 5.1 1.4 △2.8 5.0 4.2 0.7 3.5 1.9

EPS（円） △82.8 97.3 113.0 120.9 31.8 △64.8 1１９.1 104.6 18.8 94.9 51.9

売上高
（億円）

利益
（億円）
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サステナビリティ経営の推進
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サステナビリティ社会への貢献のために

・202４年６月、環境・社会・ガバナンス（ESG）について優れた対応を行っている日本企業
を対象とした指数「FTSE Blossom Japan Index」の構成銘柄に2年連続で選定
・指数選定の基礎となるFTSE ESGスコアについても2年連続でスコア3.3を獲得

ESG指数「FTSE Blossom Japan Index」の構成銘柄に2年連続選定

FTSE Blossom
Japan Index

FTSE Blossom 
Japan Sector 
Relative Index

S&P/JPX カーボン・
エフィシェント

Morningstar日本株式ジェンダー・
ダイバーシティ・ティルト

【ノーリツが組み込まれているESG指数（GPIFが採用する構成銘柄）】

サステナビリティ経営の推進
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Environment（環境対策）

先行技術の開発による環境・社会課題解決

水素100％燃焼給湯器の実証実験を豪州ATCO社と共同で開始（2024年12月）

サステナビリティ経営の推進

ノーリツ、Dux、ATCOの三社は、ATCO社の水素住宅で家

庭用給湯器の実証実験を開始。今回の実験では、当社
が開発した水素100％燃焼の家庭用給湯器を水素住宅
に導入し、2024年12月から約2年間、日常生活での稼働
状況を検証。

神戸高専で水素100％燃焼給湯器の実証実験を開始（2024年11月）

神戸市と神戸市公立大学法人と当社の間で 
2024年6月に事業連携協定を締結後、当社が
開発した水素100％燃焼給湯器を神戸市立工
業高等専門学校の敷地内に設置し、2024年11
月より運転実証を開始。

また、2024年度後半から2025年度にかけて、

神戸高専生への特別講義や工場見学、技術者
との座談会等、水素人材の育成を支援。
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Society（社会課題解決）

スマートファクトリーの実現に向けた取り組み

サステナビリティ経営の推進

製造オペレーション管理システムを導入、本格稼働（2024年12月）
製造現場データの一元管理によりデータドリブン経営を推進

明石本社工場にて製造オペレーショ
ン情報の統合管理システムを導入、
2024年12月から本格運用を開始。

原価低減に向けて、データドリブン
経営を推進。

●製造現場に散在するデータを一元管理
●経営層から現場までをシームレスにつなぐデータドリブン経営の推進
●ものづくり現場のDXによる業務効率化
●原価低減とともにバリューチェーン全体の品質や生産性の向上を図る
●労働力不足やワークライフバランスの充実など製造現場の課題解決

＜ソリューション導入イメージ＞
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免責事項

本資料は、当社の事業及び業界動向について当社による現在の予定、推定、見込み又

は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。

これらの将来の展望に関する表明は、様々なリスクや不確かさが伴っています。既に

知られた、もしくはいまだ知られていないリスク、不確かさその他の要因が、将来の展

望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。

当社は、将来の展望に対する表明、予想が正しいと約束することはできず、結果は将

来の展望と著しく異なることもありえます。

本資料における将来の展望に関する表明は、2025年2月現在において利用可能な

情報に基づいて、当社により2025年2月現在においてなされたものであり、将来の

出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、変更

するものではありません。

株式会社ノーリツ
https://www.noritz.co.jp/company/ir/

Copyright ©2025 NORITZ Corporation. All Rights Reserved.
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